
資料１
（今年度ご審議いただきたい事項）



○ ポストコロナの社会を見据え、地域活性化につながるプロジェクトが全国各地で展開されることを目指し、そうした地域の
プロジェクトに取り組む地方公共団体を人材面・資金面で支援

人材面の支援 地域活性化プロジェクト(イメージ) 資金面の支援

○地域おこし協力隊

○ローカル10,000プロジェクト

○起業人・協力隊員の起業等支援

○地域活性化起業人

○地域プロジェクトマネージャー

➣ 都市部の企業人材のノウハウを活かして
地域活性化

➣ シニア企業人材が地方でやりがいを発見

観光

○企業版ふるさと納税(人材派遣型)

・地域の重要プロジェクトを推進する人材
を確保

・地域協力活動を行いながら、地域への
定住・定着を推進

・産学金官の連携により、地域の資源と
資金を活用して、雇用吸収力の大きい
地域密着型事業の立ち上げを支援

<活用のポイント＞

・地域活性化起業人が発案・提案した
事業に要する経費を支援
（１人あたり100万円上限）

・地域おこし協力隊員の起業・事業承継に
要する経費を支援
（１人あたり100万円上限）

➣ 地域の資源と地域の資金を結びつけて
地域における経済の好循環を創造

➣ 地域金融機関から融資を受けて事業化に
取り組む民間事業者の初期投資費用を
支援

<活用のポイント＞
➣ 都市部の人材が地域に入り、様々な

バックグラウンドを活かして地域活性化

・都市部の企業人材が地方公共団体へ
入り、様々なプロジェクトに従事

<活用のポイント＞

➣ 地域・行政・民間の橋渡しをしながら、
プロジェクトを推進

<活用のポイント＞
エネルギー

地域産業

・古民家を活用した
宿泊施設の整備

・道の駅を核とした
観光客の誘致

・地元木材を活用
したバイオマス発電
事業の立ち上げ

・特産品の開発や
販路開拓

・地元食材を使用した
レストランの開業

農林水産業

・地元農林水産物の
６次産業化

ＩＣＴ支援

伝統文化

・ICTを活用した
地域の見守り活動

・スマート農業の
導入支援

・伝統技術を活用した
工芸品の製作を行う
工房の整備

総務省地域力創造グループによる地方公共団体における地域活性化プロジェクトの支援

外部専門家の活用

○地域力創造アドバイザー

・地域独自の魅力や価値向上を目指し、 外部専門家を招へい

○ふるさと起業家支援プロジェクト

・クラウドファンディング型ふるさと納税を活用
し、地域における起業を支援 1



関係人口

(短期的滞在) (期間限定居住) (移住へ)

勤労
世代

地域に多様な形で担い手等として関わる様々な人々を創出

ふるさと
ワーホリ

都市部の人が、
働きながら
地方での
暮らしを体験

（2週間～1ヶ月）

子供農山
漁村交流

農山漁村で
の宿泊体験

おためし
地域おこし
協力隊

地域活性化
起業人

地域協力活動を行いながら、
地域への定住・定着を図る

（１～３年）

地域おこし協力隊

地方団体が、
都市の企業等の
社員を受入

（６ヶ月～３年）

集落支援員

集落の巡回、
状況把握等

地域協力
活動を体験

(2泊3日～)

企業版
ふるさと納税
(人材派遣型)

地域おこし
協力隊
インターン

実際の隊員
業務に従事

（2週間～3ヶ月）

《企業人材》

地域・行政・民間の橋渡し
をしながら、地域の重要
プロジェクトを推進

地域プロジェクト
マネージャー

総務省地域力創造グループが行う地域を担う多様な人材に対する支援①

シニア層

若者
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総務省地域力創造グループが行う地域を担う多様な人材に対する支援②

公共
地域おこし協力隊
集落支援員
復興支援員
ふるさとワーキングホリデー
都道府県過疎地域等政策支援員
地域プロジェクトマネージャー
デジタル人材

ふるさとテレワーク
お試しサテライトオフィス

地域活性化起業人
（前身：地域おこし企業人）

副業・兼業による人材活用

ローカル10000プロジェクト
分散型エネルギーインフラ
プロジェクト

シェアリングエコノミー活用促進

特定地域づくり事業協同組合

移住・交流情報ガーデン

子ども農山漁村交流プロジェクト

個人

民間

法人
団体
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令和３年度 地域づくり人材の養成に関する調査研究会について

○ 総務省では、地域おこし協力隊や地域活性化起業人などの施策を通じ、人材を地方へと誘導する地方回帰の取組を行っている。し
かし、現在の施策においては人材の受入先が地方自治体（市町村役場等）となっており、おのずと受入れのキャパシティにも限界があ
る。

○ 受入先を地方自治体と限定せず、地場企業・NPO等の「民」も含めて面的に広く捉えることで、地域全体の受け皿を拡大することは

可能ではないか。その際、地場企業に最初から正社員として入り込むのはハードルが高く、まずは副業や兼業といった形で地場企業
に入り込むことが考えられる。主に都市部の企業人材を対象とした副業・兼業での地方への誘導は今後の有力な地方回帰の手段とな
り得るのではないか。

○ 現在、「みらいワークス」などのマッチング支援機関を活用し、副業人材の地場民間企業への取り込みを始めている地方自治体もあ
る。総務省としても、今後、企業人材、いわゆる都市部の専門的人材が地域での貢献や活躍、そして滞在を通じて、いわゆる関係人口
へ成長・発展する可能性について、また、その場合の地方自治体の関与、後方支援としての国や県の役割等について調査を通じて明
らかにすることとしたい。

○ 現状把握（11月～12月：第１回）

・副業・兼業を取り巻く労働環境の変化

・マッチング支援の現状（みらいワークス等の主要なマッチング支援機関の洗い出し）

・各地で実施中の地方自治体主導の副業・兼業人材活用事業の洗い出し

○ 課題分析（12月～１月：第２回）

・主立ったマッチング支援機関への聞き取り

・地方自治体主導の副業・兼業人材活用事業の実地調査

・地銀等の地域金融機関の担うべき事項

○ 提言取りまとめ（１月～２月：第３回）

・今後の副業・兼業人材活用実施における留意事項等

・国が関与すべきことが望ましいと考えられる事項

東京都立大学法学部 教授 大杉 覚

一般社団法人官民共創未来コンソーシアム 代表
理事 小田 理恵子

九州大学大学院統合新領域学府 客員准教授 加
留部 貴行

東海大学文化社会学部 教授 河井 孝仁

ユニリーバ・ジャパン・ホールディングス株式会社
取締役 人事総務本部長 島田 由香

一般財団法人地域活性化 センター新事業企画室
長 吉弘 拓生

課題認識

調査・分析事項 構成員について（敬称略）
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参考資料
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○制度概要：都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を異動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域おこし協力隊員」として委嘱。
隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの
「地域協力活動」を行いながら、その地域への定住・定着を図る取組。
○実施主体：地方公共団体
○活動期間：概ね１年以上３年以下
○地方財政措置：

◎地域おこし協力隊取組自治体に対し、概ね次に掲げる経費について、特別交付税措置
① 地域おこし協力隊員の活動に要する経費：隊員１人あたり4７0万円上限
(報償費等2７0万円〔※〕、その他の経費(活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間の調整などに要する事務的な経費、定住に向けた研修等の経費など）200万円)
※ 隊員のスキルや地理的条件等を考慮した上で、最大320万円まで支給可能とするよう弾力化することとしている（隊員１人当たり470万円の上限は変更しない。）

② 地域おこし協力隊員等の起業・事業承継に要する経費：最終年次又は任期終了翌年の起業する者又は事業を引き継ぐ者１人あたり100万円上限
※ 令和３年度に限り、対象期間を最終年次又は任期終了２年以内へ延長

③ 地域おこし協力隊員の募集等に要する経費：１団体あたり200万円上限
④ 「おためし地域おこし協力隊」に要する経費 ：１団体あたり100万円上限
⑤ 「地域おこし協力隊インターン」に要する経費：１団体あたり100万円上限（プログラム作成等に要する経費）、１人・１日あたり 1.2万円上限（活動に要する経費）
⑥ 任期終了後の隊員が定住するための空き家の改修に要する経費：措置率０．５

◎都道府県が実施する地域おこし協力隊等を対象とする研修等に要する経費について、普通交付税措置（平成28年度から）
◎都道府県が実施する地域おこし協力隊員OB・OGを活用した現役隊員向けのサポート体制の整備に要する経費について、普通交付税措置（令和２年度から）

地域おこし協力隊導入の効果
～地域おこし協力隊・地域・地方公共団体の「三方よし」の取組～

地域おこし協力隊

地 域 地方公共団体

○自身の才能・能力を活かし
た活動

○理想とする暮らしや生き甲
斐発見

○斬新な視点
（ヨソモノ・ワカモノ）
○協力隊員の熱意と行動力が
地域に大きな刺激を与える

○行政ではできなかった
柔軟な地域おこし策

○住民が増えることによる
地域の活性化

任期終了後、約６割が同じ地域に定住
※R2.3末調査時点

隊員の約４割は女性 隊員の約７割が
20歳代と30歳代

地域おこし協力隊とは

隊員数、取組団体数の推移

地域おこし協力隊について

※総務省の「地域おこし協力隊推進要綱」に基づく隊員数
※平成26年度以降の隊員数は、名称を統一した「田舎で働き隊(農林水産省)」の隊員数（26年度：118人、27年度：174人、28年度：112人、

29年度：146人、30年度：171人、令和元年度：154人、令和２年度：96人）と合わせたもの。カッコ内は、特別交付税算定ベース。

⇒ 令和６年度に8,000人を目標
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○ 地方公共団体が重要プロジェクトを実施する際には、外部専門人材、地域、行政、民間などが連携して取り組むことが
不可欠だが、そうした関係者間を橋渡ししつつプロジェクトをマネジメントできる「ブリッジ人材」が不足。そこで、市町村が
そうした人材を「地域プロジェクトマネージャー」として任用する制度を創設。

★ブリッジ人材が不在だと・・・
・コミュニケーション不足から混乱が
生起、関係者がお互いに不信感

・せっかく外部専門人材を
招へいできても孤立

⇒プロジェクトの実があがらない状態に

イメージ

・多様な関係者間を調整、橋渡し

・チームとしてプロジェクトを推進

⇒プロジェクトを着実に
成果へつなげる！

制度概要
★人物像
・地域の実情の理解、専門的な知識、仕事経験を通じた人脈、
受入団体及び地域との信頼関係 etc
⇒地域おこし協力隊OB・OG、地域と関係の深い専門家 等

★地域要件

★地方財政措置
・地域プロジェクトマネージャーの雇用に要する経費を対象に、650万円/人
を上限に特別交付税措置

・１市町村あたり１人、１人あたり３年間を上限

★地域プロマネ任用により・・・

・３大都市圏内又は３大都市圏外都市地域から、条件不利地域へ
住民票を異動（地域おこし協力隊と同様）

・ただし、現地の協力隊から任用される場合には移住は求めない

3大都市圏内 3大都市圏外

都市地域

条件不利地域

地域プロジェクトマネージャーの創設 ※令和３年度より
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地域活性化起業人（企業人材派遣制度）

対象者 三大都市圏に所在する企業等の社員（在籍派遣）
※三大都市圏に本社機能を有する企業等については派遣時に 三大都市圏に勤務することを要しない

受入団体

期 間 ６ヵ月 ～ ３年

社会貢献マインド
人材の育成・キャリアアップなど

⇒ 民間企業の新しい形の社会貢献
⇒ 多彩な経験を積ませることによる人材育成・キャリアアップ
⇒ 経験豊富なシニア人材の新たなライフステージを発見

民間のスペシャリスト人材
を活用した地域の課題解決へのニーズ

⇒ 民間企業において培った専門知識・業務経験・人脈・
ノウハウを活用

⇒ 外部の視点・民間の経営感覚・スピード感覚を得ながら
取組を展開

自治体 民間企業

○ 地方公共団体が、三大都市圏に所在する民間企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら

地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい、地域活性化を図る取組を特別交付税措置により支援。

活動内容（例） 地域活性化に向けた幅広い活動に従事

特別交付税
措 置

○派遣元企業に対する負担金など起業人の受入に要する経費 上限額 年間５６０万円／人

○起業人の受入準備経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／団体
（派遣元企業に対する募集・PR、協定締結のために必要となる経費）

○起業人が発案・提案した事業に要する経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／人

○観光振興 ○ICT分野（デジタル人材）

○地域経済活性化（中小企業のハンズオン支援）

①３大都市圏外の市町村

②３大都市圏内の市町村のうち、条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村

及び人口減少率が高い市町村

○地域産品の開発・販路拡大

○中心市街地活性化

（協定締結）

1,429市町村

等
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（移住フェアの模様）

移住・交流情報ガーデン

○ 居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワンストップで対応する窓口「移住・交流情報ガーデン」を開設。

○ 地方自治体や関係省庁とも連携し、総合的な情報提供を実施。

○ 地方自治体等による移住相談会、フェア等の場として利用可能。

［所在地］ 東京都中央区京橋1-1-6 越前屋ビル
［アクセス］ＪＲ／東京駅（八重洲中央口）より徒歩4分

地下鉄／銀座線 京橋駅より徒歩5分
銀座線・東西線 都営浅草線 日本橋駅より徒歩5分

【③情報検索コーナー】

・情報サイトを利用して、自由に地方への移住・交流に関する情報を検索でき
るように、専用パソコンを設置。

【②イベント・セミナースペース、地域資料コーナー】
・各地方自治体が作成した移住・交流に関するパンフレットを配架。
・地方自治体等による移住相談会、フェア等の場として利用可能。

【①相談窓口コーナー（移住、就農、しごと）】
・地方への移住・交流に係る一般的な相談、問合せに相談員が対応。
・ しごと情報や就農支援情報などは、専門の相談員が対応。

※国の各府省とも連携
・厚生労働省（しごと情報） ・農林水産省（就農支援情報）

R３予算額：0.9億円

年度
来場者数

（人）
あっせん件数

（件）
イベント回数

（回）

平成27年度 16,687 7,593 206

平成28年度 11,319 6,800 193

平成29年度 13,955 9,791 254

平成30年度 12,772 10,149 249

令和元年度 10,841 9,811 252

令和２年度 3,192 914 35

○移住・交流情報ガーデンの来場者数・あっせん件数等実績

※平成２７年度には、平成２７年３月２８～３１日分を含む。

［開館時間］（平日）11:00-21:00   （土日祝）11:00-18:00
［休館日］月曜（月曜が祝日の場合は翌営業日）、年末年始

アーディソン
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サテライトオフィス・マッチング支援事業

○ コロナ禍の中、テレワークやサテライトオフィスについて注目されていることを踏まえ、地方公共団体と企業

とのマッチング機会を提供することにより、地方へのヒト・情報の流れの創出を更に加速。

○ 地方公共団体が誘致又は関与したサテライトオフィスの設置数 ６５４箇所（令和元年度末時点）

三大都市圏企業

・コロナを受けて、テレワーク等
の働き方が一般化されつつあり

多くの企業が
サテライトオフィスに前向き
・令和元年度の同事業において

５７社が参加

地方公共団体

・多くの地方公共団体が
誘致に取り組む

・令和元年度の同事業において、
４３団体がセミナーに出展し、
サテライトオフィス支援策をPR

地方公共団体と民間企業との
マッチング機会を提供

サテライトオフィス
マッチングセミナー

R３予算額：0.1億円

○ 地方公共団体による都市部企業等の社員の「お試し勤務」の受入れを通じたサテライトオフィス誘致の取組に 要する経費

について特別交付税措置

「お試しサテライトオフィス」に係る特別交付税措置

対象経費：都市部の企業のお試し勤務の誘引に要する経費（都市部におけるPR経費等）

：お試し勤務環境の用意に要する経費（オフィスの賃料等（原則、ハード事業は対象外））

：お試し勤務期間中の活動に要する経費（交通費、地元企業とのビジネスマッチングイベント開催費等）

※ 対象経費の上限額：１団体当たり1,000万円 ※ 措置率０．５×財政力補正 10



○ 農山漁村での宿泊体験や自然体験を通じて、学ぶ意欲や自立心、思いやりの心、規範意識などを育み、力強い子供の成長を支えるとともに、受入

れ地域の活性化や交流による地域間の相互理解の深化に寄与。

○ 子供の農山漁村体験交流の取組の拡大、定着を図るため、送り側・受入側の地方公共団体双方が連携して行う実施体制の構築を支援するモデ
ル事業を実施。また、継続的な実施体制の構築を目指す地方公共団体による「子供の農山漁村体験交流計画」策定を支援するモデル事業を実施。

○ 特に来年度は、コロナ禍や、ＧＩＧＡスクール・自治体ＤＸによる情報通信環境整備の進展を踏まえ、感染防止対策に加え、対面での交流効果をより
高めるためのオンライン交流を支援。

○ 課題解消に向けた創意工夫の事例、国の支援施策等について情報を提供するとともに、関係者間のネットワークを形成する
ため、総務省、内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局、文部科学省、農林水産省、環境省の主催によるセミナーを開催。

都市・農山漁村の地域連携による子供農山漁村交流推進事業

小学校
中学校

高等学校

農山
漁村

・農林漁業体験・宿泊体験活動

送り側･受入側が連携して取り組む実施体制の構築

社会教育活動学校教育活動

送り側 受入側

・コーディネートに要する経費
・スタッフを含む宿泊・体験施設等の使用料
・バス借り上げ等の移動経費
・指導者等への謝金
・児童･生徒や指導者等に係る保険料
・新型コロナウイルス感染症防止対策
・オンライン交流に要する経費

（調整費、運営費、謝金、特産品の交換） 等

・左記のほか、
受入体制の整備に係る経費

等

【モデル事業対象経費の例】

■子供の農山漁村体験受入先リスト事業
送り側が交流先を検討する際に、子供の農山漁村体験交流計画の有無や農山漁村体験の内容など、受入側に関する情報を一元的・総覧的にした有益な情報を
提供することにより、子供の農山漁村体験の取組をより一層推進する目的として公開。（https://www.soumu.go.jp/main_content/000736869.pdf）

◆コーディネート機能の活用
◆地域の学生の動員等の支援体制の整備
◆課題解決に向けた研究と実践

・外部有識者等の旅費・謝金 ・研修・会議に要する経費 ・関係団体との調整
に要する経費 ・外部研修受講に係る受講料、旅費 ・印刷製本費 等

【モデル事業対象経費の例】

■体験交流計画策定支援事業
長期間継続できる体制を構築するため、効果的な取組内容や、取組にかかる
課題解決について研究・検討を行い、この活動に取り組む地方公共団体のモ
デルとなる「子供の農山漁村体験交流計画」策定を推進。

■子ども農山漁村交流プロジェクトセミナーの開催
子供の農山漁村体験の取組を拡大、推進するため、先進事例や課題解消に向
けた創意工夫の事例、国の支援施策等について情報を提供するとともに、関
係者間のネットワークを形成するためセミナーを全国各地で開催。

◆GIGAスクールの基盤を活かし
たオンライン交流の実施
◆対面での交流効果向上を実現

オンライン交流

R３予算額：０．３億円

■子供農山漁村交流支援事業
送り側・受入側双方が連携して宿泊体験活動の実施体制の構築に取り組む
地方公共団体をモデルとして実証調査を行い、その事例やノウハウを横展
開することにより、子供の農山漁村交流を推進。
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○ 都市部の人たちなどが一定期間地方に滞在し、働いて収入を得ながら、 地域住民との交流や学びの場など

を通じて地域での暮らしを体感していただくもの。

ふるさとワーキングホリデーの概要

これまでの実績（R3.3時点）

 地域の魅力を知ってほしい
 交流人口を増やし消費を拡大したい
 少しでも多く定住してほしい

地方自治体
ふるさとワーキングホリデー事業を
通じて、約3,500人が地域での暮ら
しを体験。

ふるさとワーキングホリデー

滞在中、地域住民との交流や学びの場として
地域の魅力・特色を活かした、その地域なら
ではのプログラムを参加者に提供。

参加者

 旅行では味わえない体験がしたい
 地域との交流を深めたい
 第二のふるさとが欲しい

地元農家や企業等の業務に従事し収入を
得ながら、地域との関わりを深める取組を
通じて地域での暮らしをまるごと体感。

※ ふるさとワーキングホリデーに要する経費について特別交付税措置
（対象経費の上限額 １団体あたり15,000千円＋5千円×全参加者の延べ滞在日数）

R３予算額 0.3億円

・専用のポータルサイトの運用
・SNS（Twitter、facebook）の運用
・インターネット広告の実施
・説明会の開催 等

広報支援（総務省） 企業向け説明会（ブロック単位）の開催（Ｒ３新規）

・地域企業の参加拡大と実施自治体増を図るため、企業
及び未実施自治体を対象にした説明会を開催。

⇒従前、一次産業や観光業等での受け入れが多かった
ため、幅広い業種の企業へ参加を呼びかけ。
⇒未実施自治体にも参加を呼びかけ、裾野拡大を図る。12



・地方自治体⇒集落支援員を設置し、集落支援員と協力して集落対策を推進（下記フロー図のとおり）

・総務省 ⇒地方自治体に対して、財政措置（特別交付税措置）、情報提供等を実施

＜特別交付税措置＞

○措置額 ・・・ 集落支援員１人あたりの上限額 ・専任※ ４３０万円 ・兼任 ４０万円
※兼任の場合であって、集落支援員としての活動に従事する時間が週当たり15時間30分以上である旨を設置要綱等に規定して委嘱する場合を含む。

○対象経費・・・ ①集落支援員の設置に要する経費、②集落点検の実施に要する経費

③集落における話し合いの実施に要する経費

④地域の実情に応じた集落の維持・活性化対策に要する経費

集落支援員について

地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材が、地方自治体からの委嘱を受け、市町村職員と

連携し、集落への「目配り」として集落の巡回、状況把握等を実施

※令和２年度 専任の「集落支援員」の設置数 １，７４６人 ※自治会長などとの兼務の集落支援員の設置数 ３，０７８人

<専任の「集落支援員」の属性> 約４割が６０代、約５割が元会社員・元公務員・元教員、約９割がそれまで暮らしていた地方自治体で活動

・ 集落支援員は、市町村職員と協力し、住民とともに、集落点検を実施 ・ 住民と住民、住民と市町村との間で集落の現状、課題、あるべき姿等
についての話し合いを促進 （「集落点検」の結果を活用）

・ 地方自治体の委嘱により「集落支援員」を設置。
・ 集落支援員は、市町村職員とも連携し、集落への「目配り」として、集落の巡回、状況把握等を行う。

■集落支援員の設置

■集落点検の実施

《 集落点検や話し合いを通じ必要と認められる施策 》
①デマンド交通システムなど地域交通の確保、②都市から地方への移住・交流の推進、③特産品を生かした地域おこし、④農山漁村教育交流、⑤高齢
者見守りサービスの実施、⑥伝統文化継承、⑦集落の自主的活動への支援 等

集落支援員

総
務
省

支
援■集落のあり方についての話し合い

地方自治体の取組のフロー

集落支援員による支援
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事業スキーム

ローカル 1 0 , 0 0 0プロジェクト

民間事業者等の初期投資費用

支援対象

対象経費は、
・施設整備費
・機械装置費
・備品費

自己
資金等

公費による交付額 ※１

国 費

地域金融機関による融資等 ※２

・公費による交付額以上

・無担保（交付金事業による取得財産の担保権設定は除く。）・無保証

・ 地域資源を活かした持続可能な事業
・ 行政による地域課題への対応の代替となる事業
・ 高い新規性・モデル性がある事業

地方費

・原則 1/2
・条件不利地域かつ財政力の弱い市町村
の事業は 2/3, 3/4

・新規性・モデル性の極めて高い事業
は10/10

○ 産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、雇用吸収力の大きい地域密着型事業の立ち上げを支援。
○ 「ローカル10,000プロジェクト」の更なる展開を図るため、引き続き、国の重要施策と連動した事業の重点支援を行う。

R３予算額

地域経済循環創造事業交付金 7.0億円の内数

※１ 上限2,500万円。融資額（又は出資額）が公費による交付額の１．５倍以上２倍未満の場合は、上限3,500万円。２倍以上 の場合は、上限5,000万円
※２ 地域金融機関による融資の他に、地域活性化のためのファンド等による出資を受ける事業も試験的に対象

「生産性向上に資するデジタル技術の活用」
に関連する事業等であって、全くの新規分野における事業の立ち上げであり、
新規性・モデル性の極めて高い事業については、国費10/10により支援

重点支援これまでの実績（４２３事業、３４３億円）

（事業数は交付決定数、金額は事業実績（見込み含む）（R２年度末時点））

公費交付額 122億円、融資額 169億円、
自己資金等 52億円
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○地方公共団体を核として、需要家、地域エネルギー会社及び金融機関等、地域の総力を挙げて、地域ごとに最
適化しながら、バイオマス、風力、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を次々と立ち上げ、地域
経済循環を創造する。

○災害時も含めた地域エネルギーの自立を実現し、里山の保全、温室効果ガスの大幅削減も目指す。

○マスタープランの策定段階から事業化まで、総務省に窓口を設け、
関係省庁タスクフォース（農林水産省、資源エネルギー庁、国土交通省、環境省）と連携して徹底したアドバイス等を実施

＜補助対象＞ 地方公共団体が定める地域の特性を活かしたエネルギー供給事業導入計画（マスタープラン）の策定費用

＜補助対象額＞ 2,000万円（上限。ただし、他の地方公共団体と共同実施する場合は原則4,000万円）

＜補助率＞ 原則１／２。財政力指数0.5未満市町村は ２／３、財政力指数0.25未満市町村は ３／４

新規性、モデル性の極めて高い事業計画は １０／１０

平成26年度に14団体、27年度に14団体、28年度に11団体※、29年度に４団体、30年度に３団体、令和元年度に８団体
令和２年度に４団体 計58の団体がプランを策定

これまでの
取組

エネルギー
マネジメント
システム(※)

※蓄電池やセンサーネットワーク技術の活用等
により、エネルギー需給を総合的に管理し、エネ
ルギーの利活用を最適化するシステム

地域エネルギーシステム

分散型エネルギーインフラプロジェクト

※平成26～28年度は委託事業として実施

地域外の
大規模発電所

一般的なエネルギーシステム

産油国
など

燃料代

住宅

工場

業務ビル

電力

排熱放出

地域外への支払い
電気
料金

R３年度予算

地域経済循環創造事業交付金 7.0億円の内数

蓄電池・自家発電機等

エネルギー供給ルートに蓄電
池等を組み込み災害時も自
立できるシステムに

災害時への強化
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○フォローアップ調査の結果について、関係省庁で共有・審議の上、事業化の実現に向け具体のアドバイスを実施。
○さらに、地方公共団体の事業化進捗状況に応じ必要となる専門人材の派遣提案を実施。

○関係省庁と連携し、地方公共団体の事業化進捗状況に

応じて必要となる各分野の専門人材を紹介。

○毎年度のフォローアップ調査を踏まえ、適切と考えら

れる人材と当該団体とのマッチングを総務省が行う。

○リストは各省庁で共有し活用することで、各省庁事業

の結びつきを強め、分散エネの普及を促進。

○マスタープラン策定済団体：関係省庁タスクフォース所管補助金で交付審査時の加点による優遇等を実施。
○マスタープラン未策定団体：補助事業が先行している団体については、新たにマスタープラン申請を優先採択。

① 各省補助金とマスタープランの連携強化

分散型エネルギーインフラプロジェクト 普及推進に向けた取組

○複数のメリットを享受できる地域における分散型エネルギー事業だが、円滑に事業化を実現するためには自治体が中心となって
マスタープランを策定しておくことが効果的。

○総務省では地産地消のエネルギー事業の導入に取り組まれる自治体職員の皆様が効率よく導入に向けた検討を行えるよう、ハ
ンドブックを作成。→ハンドブックURL

○事業の実現に向けて関係省庁が全力で支援→①、②
○事業化を実現した団体の人材活用策を参考に人材派遣制度を創設→③

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunsan_infra.html

② 事業化に向けた進捗状況の把握、助言機能の強化

③ 専門人材の紹介

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/bunsan_infra.html


都道府県過疎地域等政策支援員について

対象団体

対象経費

要件

財政措置

都道府県

①過疎地域その他の条件不利地域
（過疎、山村、離島、半島、奄美、小笠原、沖縄）

を有する複数の市町村への支援が対象
②市町村の施策の企画立案、指導・助言、

関係者調整等の支援の業務に従事すること
③都道府県の過疎計画に記載があること 等

都道府県過疎地域等政策支援員の活動に要する
経費（報償費、旅費、委託費等）

・対象経費の上限額 年間560万円／人 ・措置率0.5
・財政力補正あり

○ 過疎地域の持続的発展に資する多様な人材を確保・育成するため、都道府県が専門人材を
雇用又は委託し、過疎地域等を支援する経費について特別交付税措置を講じる。

◎産業振興（農林水産業）
・・・販路拡大、ブランド化、６次産業化、経営指導、

スマート農林水産業、担い手確保 等
◎産業振興（商工業、その他）

・・・サテライトオフィス等の企業誘致、商品開発、
創業支援、特定地域づくり事業協同組合支援 等

◎産業振興（観光）
・・・観光戦略、DMO支援、観光・宿泊施設の経営改革、

インバウンド対策 等
◎地域における情報化

・・・情報通信技術の利活用 等
◎地域公共交通の確保

・・・地域公共交通網の維持・再編、新技術活用 等

◎生活環境の整備
・・・水道事業経営 等

◎高齢者等の保健・福祉
・・・地域包括ケアシステム、子育て支援 等

◎医療の確保
・・・医療政策支援 等

◎教育の振興
・・・ICT教育、農山漁村留学、外国語教育、キャリア教育 等

◎集落の整備
・・・集落対策、空家対策 等

◎地域文化の振興
・・・文化財保護 等

◎再生可能エネルギーの利用推進
・・・再生可能エネルギーの導入支援 等

【専門人材の活用イメージ】

過疎
市町村

A

都道府県

専門人材雇用

委託

過疎
市町村

B
・・・

複数市町村
への支援

業
務
の
例
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対 象：人口規模・人口密度・事業所数等に照らし、人材確保に特に支援が必要な地区として知事が判断
※過疎地域に限られない

認定手続：事業協同組合の申請に基づき、都道府県知事が認定（10年更新制）
特例措置：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業（無期雇用職員に限る）を届出で実施可能

人口急減法の概要

特定地域づくり事業協同組合制度の概要

都道府県

・事業者単位で見ると年間を通じた仕事がない

・安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保できない

⇒人口流出の要因、UIJターンの障害

人口急減地域の課題

・地域の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出
・組合で職員を雇用し事業者に派遣

（安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保）
⇒地域の担い手を確保

特定地域づくり事業協同組合制度

〈組合の運営経費〉

市町村

１／２
利用料金収入

１／４
交付金

食

品

加

工

業

者

製

材

業

者

介

護

業

者

運

送

業

者

飲
食
・
宿
泊
業
者

農

業

者

林

業

者

…

機

械

製

造

業

者

特定地域づくり事業協同組合員

…

人材 派遣

認定
特定地域づくり事業協同組合

漁

業

者

１／８
特別

交付税

１／８

１／２市町村助成

根拠法：地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律（令和2年6月4日施行）

財政
支援

利用 料金

地域づくり人材の雇用 ⇒ 所得の安定・社会保障の確保

※このほか、設立支援に対する特別交付税措置あり

R3予算額 5.0億円
（内閣府予算計上）
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